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事業概要  

山陰近畿自動車道（鳥取豊岡宮津自動車道）は、鳥取県鳥取市から京都府宮津市を結び、鳥取東部、但

馬、京都北部の各地方生活圏を連絡し、地域の交流・連携の促進と安全・安心の向上を図る延長約 120km

の地域高規格道路である。 

国道178号浜坂道路Ⅱ期は、山陰近畿自動車道の一部区間を構成する7.6kmの道路であり、兵庫県美方郡

新温泉町栃谷から同町居組における、国道178号の異常気象時通行規制区間や浸水想定区域を回避するこ

とで、災害に強い道路機能の確保等を目的とした事業である。 

   H30年度事業化    都市計画決定 －    R1年度用地着手    R1年度工事着手 

全体事業費    約750億円 事業進捗率   約58％ 供用済延長  － km 

計画交通量      7,800台／日 
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B/C  EIRR  総費用 (残事業)/(事業全体) 

   1,754/6,846億円 

総便益 (残事業)/(事業全体) 

 1,042/10,811億円 
基準年 

（事業全体） （事業全体）   

 1.6(0.7)  

  6.8(2.3)% 

事 業 費：1,688/6,551億円 

維持管理費：   66/221億円 

更 新 費：      -/73億円 

走行時間短縮便益： 938/9,479億円 

走行経費減少便益：  91/1,122億円 

交通事故減少便益：   13/210億円 
令和７年 (

参
考) 

2.0(1.1) 〔2%〕 

2.4(1.4) 〔1%〕 

（残事業） （残事業） 
感
度
分
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（事業全体） （残事業） 

 0.6(1.7)  

  1.2(7.4)% 

交通量 B/C=1.4～1.7（±10％） 交通量 B/C=0.5～0.7（±10％） 

(

参
考) 

0.8(2.5) 〔2%〕 事業費 B/C=1.5～1.6（±10％） 事業費 B/C=0.5～0.7（±10％） 

1.05(3.2) 〔1%〕 事業期間 B/C=1.6～1.6（±20％） 事業期間 B/C=0.6～0.6（±20％） 

事業の効果等  

①高速道路ネットワークの形成 

日本海側の高速道路網の未整備区間を解消し、北近畿豊岡自動車道と鳥取自動車道のダブルネットワーク

の形成により、大規模災害発生時の緊急支援物資の輸送ルート確保や災害復旧の迅速化など、災害に強い日

本海国土軸を形成する。 

②広域観光交流圏の拡充・強化 

山陰海岸ジオパークをはじめとする多様な観光拠点・観光資源へのアクセスを向上させることにより、広域

観光交流圏を拡充・強化し、交流人口の拡大を図る。 

③地域の安全・安心の向上 

本道路の整備により、鳥取県立中央病院(３次救急医療病院)へのアクセス性の向上を図り、地域の医療環境

の向上を図る。 

関係する地方公共団体等の意見  

・新温泉町長や新温泉町山陰近畿自動車道整備推進協議会から、本事業の早期完成の要望が行われている。 

・沿線自治体で構成される「北近畿豊岡自動車道・山陰近畿自動車道早期実現促進大会実行委員会」が、毎

年整備の要望書提出、促進大会を実施している。 

・京都府知事、兵庫県知事、鳥取県知事で構成される「山陰近畿自動車道整備推進協議会」が、毎年整備の

要望書提出、促進大会を実施している。 

・沿線自治体で構成される「但馬自治会」から、本事業の早期完成の要望が行われている。 

・新温泉町が運営する残土処分場で、発生する残土を受け入れることが可能である。 

以上より、地元の関心が非常に高く、早期整備の要望が強い事業である。 

事業評価監視委員会の意見  

事業継続妥当（兵庫県公共事業等審査会 令和7年11月5日） 

  



事業採択時より再評価実施時までの周辺環境変化等  

周辺環境等に特に変化はない。 

事業の進捗状況、残事業の内容等  

用地取得率約99％、事業進捗率約58％ 

事業の進捗が順調でない理由、今後の事業の見通し等  

事業区間全線でトンネルや橋梁、IC改良等の大規模工事を実施しており、今後も早期完了を目指し、大規模

構造物の工事を推進する。 

施設の構造や工法の変更等  
建設発生土の流用を行い、残土運搬及び処分費のコスト縮減を図った。 
今後も新技術の採用や工法の見直し等による工事コストの縮減等、総コストの縮減に努めていく。 

対応方針 事業継続 

対応方針決定の理由  

事業の必要性・有効性等は事業採択時と変わっておらず、当該区間の早期供用を望む地元の声が強いことから、

継続して事業を実施する必要があるため。 

事業概要図  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

※総費用、総便益とその内訳は、各年次の価格に社会的割引率（4%）を用いて基準年の価値に換算し集計したもの。 

※B/Cの値は、社会的割引率4%を用いて計算した場合の費用便益分析結果。また、比較のために参考とすべき値として1%及び2%を

設定し、それに対応する費用便益分析結果を参考として併記している。（〔  〕内は社会的割引率の値） 

※B/Cの値は、鳥取西IC付近～宮津天橋立ICを対象とした場合、（ ）書きの値は事業化区間を対象にした場合の費用分析結果。 


